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仕   様   書 
 

 

第一章  総則 

 

（当事者の定義） 

第１条 この仕様書では、伯耆町を甲、公益社団法人鳥取県不動産鑑定士協会を乙、不動

産鑑定評価等業務を受任する不動産鑑定業者を丙とし、丙に所属して本鑑定評価業務

の委嘱を受ける不動産鑑定士（不動産鑑定士補を含む。以下同じ。）を鑑定評価員と

いう。 

 

（委任業務名と成果品） 

第２条 令和９年度固定資産（土地）の評価替えにおいて活用する標準宅地の不動産鑑定

評価に関する委任業務。 

２ 丙は、別添「固定資産税土地評価の均衡化事務及び鑑定評価等業務に関する実施要

領」（以下、「実施要領」という。）に定める提出方法等により受任業務に係る下記

の成果品を、甲に提出しなければならない。 

一 鑑定評価価格一覧表（メモ価格用） 

二 鑑定評価価格一覧表（最終価格用） 

三 不動産鑑定評価書 

 

（業務の目的） 

第３条 令和９年度の固定資産税(土地)の評価替えにおいて活用するための標準宅地の不

動産鑑定評価（以下、「不動産鑑定評価等」という。）について、その適正な実施の

確保を図るとともに、固定資産税土地評価の均衡化・適正化の推進に資することを目

的とする。 

 

（遵守すべき法令等） 

第４条 この委任業務は、この仕様書によるほか、下記の関係法令等を遵守して行うもの

とし、この仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、甲、乙、丙及び鑑定評

価員のうち、当事者間で協議のうえ決定する。 

一 土地基本法 

二 地方税法 

三 固定資産評価基準 

四 不動産の鑑定評価に関する法律（以下、「不動産鑑定評価法」という。） 

五 不動産鑑定評価基準 

六 その他関係法令等 
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（不動産鑑定評価業務の従事者資格） 

第５条 本不動産鑑定評価等に従事する鑑定評価員は、甲が定める次の各号のいずれにも

該当する不動産鑑定士であることとする。 

一 不動産鑑定業者である不動産鑑定士又は不動産鑑定業者に所属する不動産鑑定士

で、甲が委嘱状を交付した者であること。 

二 不動産鑑定評価に関する法律第４０条の規定による懲戒処分を受けた場合におい

ては、業務委任契約を締結した日において、その処分に係る不利益処分が終わった

日から３年を経過していること。 

三 乙が開催する固定資産税土地評価均衡化会議（鑑定評価員会議）に出席し、当該

会議の他の出席者からの質疑に誠実に応答すること。 

 

（鑑定評価業務の従事者の制限） 

第６条 丙は、次の各号のいずれかに該当する不動産鑑定士を、本不動産鑑定評価等に従

事させてはならない。 

一 不動産鑑定評価等の対象となる不動産（土地）の所有者又は不動産鑑定評価等の

対象となる不動産（土地）に関して所有権以外の権利を有する者。 

二 前号に掲げる者の配偶者、四親等内の血族、三親等内の姻族、同居の親族、代理

人又は補佐人である者。 

三 前２号に掲げる者のほか、不動産鑑定評価等の公正を妨げる事情があると認めら

れる者。 

 

（鑑定評価員の募集、選任及び担当評価地点の指定、委嘱並びに解嘱、辞任） 

第７条 評価員の募集、選任、担当評価地点の指定は、甲が定めるこれら選任等に関する基準に

従って、甲が行い、決定する。この場合、甲は丙に対して必要な情報又は意見並びに協力

を求めることができる。 

２ 甲は、前項において選任を決定した鑑定評価員に対して委嘱状及び身分証明書を交

付する。 

３ 甲は、業務の遂行に不適当と認めた鑑定評価員を、その理由を付して書面により乙

及び丙に通知し、解嘱することができる。 

４ 鑑定評価員が自己の理由により鑑定評価員を辞任する場合は、事前に丙を経由して

甲に対し書面にて辞任理由を提出し、甲の承認を得るものとする。 

 

（成果品の交付場所）  

第８条 成果品の交付の場所は次のとおりとする。 

伯耆町住民課 
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（成果品の帰属） 

第９条 この委任業務に係る成果品については、全て甲に帰属するものとし、乙は甲の承

諾を得ることなく複製、使用又は、他に公表、貸与してはならない。 

 

（資料等の固定資産税評価均衡化会議への提供義務） 

第１０条 鑑定評価員は、評価均衡化事務に関して、甲乙間の協議に基づく指示に従って、必

要な資料等を鳥取県固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）、地域ブロック固定

資産税評価均衡化会議又は全国固定資産税評価均衡化会議へ提供しなくてはならない。 

２ 前項の提供資料等について、甲、乙、丙及び鑑定評価員は秘密の保持等、その取り

扱いには十分な注意をしなければならない。 

 

（秘密保持） 

第１１条 丙並びに鑑定評価員は、この契約の履行上知りえた秘密を第三者に漏らしては

ならない。この契約の完了後又は解除後も同様とする。ただし、甲の承諾を得たとき

は、この限りではない。 

２ 知りえた秘密は、書面、口頭、電子記録媒体その他形態を問わない。 

３ 第三者への遺漏についても、書面、口頭、電子記録媒体その他形態を問わない。 

 

 

第二章  不動産鑑定評価等業務の委任 

 

（委任業務の内容） 

第１２条 丙及び鑑定評価員は、鑑定評価及び時点修正等を実施するために必要な業務及

びそれに付随する業務として、実施要領に定める業務を行う。 

 

（不動産鑑定評価等の委任地点数） 

第１３条 この業務における不動産鑑定評価等の委任地点数は次のとおりとする。 

 

標準宅地・・・・・・・１０６地点（想定） 

 

（資料の提供） 

第１４条 甲は鑑定評価員と協議のうえ、不動産鑑定評価等を行うに当って必要な資料を、

鑑定評価員に対して提供する。 

２ 前項の提供資料等について、丙及び鑑定評価員は秘密の保持等、その取り扱いには

十分な注意をしなければならない。 
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（不動産鑑定評価等の内容） 

第１５条 丙及び鑑定評価員は、不動産鑑定評価等の委任を受けた地点について、実施要

領に定める様式を使用し、次の条件による不動産鑑定評価並びに時点修正及び標準化

補正を行う。 

一 価格時点    令和８年１月１日 

二 不動産の類型  更地として 

三 価格の種類   正常価格 

四 評価条件 

① 対象確定条件 

現況が建物の敷地である場合は、当該建物がなく、かつ、使用収益を制約する

権利の付着していないものとしての土地のみの独立鑑定評価 

② 地域要因又は個別的要因についての想定上の条件 

なし 

③ 調査範囲等条件 

・土壌汚染及び埋蔵文化財、地下埋設物が有る場合は、甲の画地計算基準によ

り別途減価するため、本件ではこれらが無いものとしての鑑定評価 

・土砂災害防止法の土砂災害警戒区域又は土砂災害特別警戒区域の指定がある

場合は、甲の画地計算基準により別途減価するため、本件ではこれらの指定

が無いものとしての鑑定評価 

五 利用の範囲等 

① 利用の範囲   依頼者の内部における利用 

② 開示又は公表の有無  あり。ただし、鑑定評価書が開示又は公表される場合

は、開示又は公表の前に鑑定評価書の発行業者及び担

当不動産鑑定士の承諾を得る必要がある。 

③ 立会者の有無  なし 

 

（不動産鑑定評価等の基準） 

第１６条 鑑定評価員は、不動産鑑定評価基準等の、不動産鑑定士が不動産の鑑定評価を

行うに当たって準拠すべきとされているものに基づき不動産鑑定評価等を行う。 

 

（成果品の瑕疵担保責任） 

第１７条 成果品に瑕疵があったときは、丙は、引渡し完了の日から３年間その担保責任

を負わなければならない。 

 

（価格の均衡化・適正化） 
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第１８条 この業務における固定資産税標準宅地の鑑定評価は、土地基本法に基づき公的

土地評価相互の均衡と適正化が図られるよう努めなければならない。 

２ 固定資産評価基準により、全県及び地方並びに全国の価格等の情報及び意見により

広域的な均衡が図られるよう努めなければならないことから、鑑定評価員は固定資産

税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）へ出席しなければならない。 

３ 丙及び鑑定評価員は、公益社団法人鳥取県不動産鑑定士協会並びに地域ブロック不

動産鑑定士協会連合会、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会等に協力し、地価

公示価格、鳥取県地価調査価格及び相続税鑑定標準地価格との広域的な均衡に留意す

ること。 

 

（定めの無い事項） 

第１９条 この仕様書に定められていない事項については､甲と協議すること｡ 

 

以上 



固定資産税土地評価の均衡化事務及び鑑定評価等業務に関する実施要領 

 

令和９年度の固定資産税(土地)の評価替えにおいて伯耆町から受任した固定資産税土地評

価均衡化事務及び標準宅地の不動産鑑定評価（以下、「不動産鑑定評価等」という。）は、以

下の要領によって実施するものとする。当該実施要領では、伯耆町を甲、公益社団法人鳥取

県不動産鑑定士協会を乙、不動産鑑定評価等業務を受任する不動産鑑定業者を丙とし、丙に

所属して本鑑定評価業務の委嘱を受ける不動産鑑定士（不動産鑑定士補を含む。以下同じ。）

を鑑定評価員という。 

 

第１ 固定資産税土地評価均衡化事務 

受任者である乙は、不動産鑑定評価等において、鳥取県全域及び鳥取県が含まれる地域

ブロック並びに全国を踏まえた広域的な均衡と適正化を推進し、鳥取県下市町村における

計画的一元的運営と適正な実施の確保を図るために必要な次の事務を行う。 

一 鳥取県下市町村及び鳥取県並びに鳥取県固定資産評価審議会からの指示、日程等連

絡調整及び対応処理に関する事項 

二 不動産鑑定評価等の方針・実施要領・業務スケジュールの策定等に関する事項 

三 不動産鑑定評価等に必要な資料・情報等の収集・整備・保管及び提供等に関する事

項 

四 固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）の開催及び支援に関する事項 

五 不動産鑑定評価等の均衡化・適正化手法と地方及び全国の価格均衡に対する支援に

関する事項 

六 甲の行う固定資産税標準宅地評価事業の計画的で円滑な実施への協力支援と固定

資産(土地)評価及びその事務処理方法に関する研究及び提案に関する事項 

七 その他、この業務の計画的一元的運営と適正な実施の確保を図るために必要な事項 

 

第２ 不動産鑑定評価等 
１ 業務内容 

鑑定評価員は、甲から指定された標準宅地について不動産鑑定評価等を行い、その結

果を所定の様式により報告する。 
 
２ 鑑定評価の基準等 
（１）鑑定評価員は、不動産鑑定評価基準等の基準に従って鑑定評価を実施する。 
（２）不動産鑑定評価の条件は、次のとおりとする。 

一 価格時点    令和８年１月１日 
二 不動産の類型  更地として 
三 価格の種類   正常価格 



四 評価条件 
① 対象確定条件 

現況が建物の敷地である場合は、当該建物がなく、かつ、使用収益を制約する

権利の付着していないものとしての土地のみの独立鑑定評価 
② 地域要因又は個別的要因についての想定上の条件 

なし 
③ 調査範囲等条件 
・土壌汚染及び埋蔵文化財、地下埋設物が有る場合は、甲の画地計算基準により

別途減価するため、本件ではこれらが無いものとしての鑑定評価 
・土砂災害防止法の土砂災害警戒区域又は土砂災害特別警戒区域の指定がある場

合は、甲の画地計算基準により別途減価するため、本件ではこれらの指定が無

いものとしての鑑定評価 
五 利用の範囲等 
① 利用の範囲      依頼者の内部における利用 
② 開示又は公表の有無  あり。ただし、後日、鑑定評価書が開示又は公表され

る場合は、開示又は公表の前に鑑定評価書の発行業者

及び担当不動産鑑定士の承諾を得る必要がある。 
③ 立会者の有無     なし。  

（３）鑑定価格の評価に際しては、地価公示価格、地価調査価格及び相続税路線価等との

均衡に十分配慮する。 
 
３ 乙及び丙並びに鑑定評価員の職務 

甲から委任された評価替えに係る均衡化推進等に関する業務受任者である乙及び丙並

びに鑑定評価員は、それぞれ次の職務を行う。 
（１）乙及び丙 

一 鑑定評価員に後記（２）に定める職務を行わせること 
二 鑑定評価員に後記５の固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）に出席させ、

代表幹事、代表幹事補佐、東部・中部・西部ブロック幹事等にそれぞれ指名された

ときはその職務を行わせること 
（２）鑑定評価員 

一 甲から指定された標準宅地についての不動産鑑定評価等を行うこと 
二 「鑑定評価価格一覧表（メモ価格用）」、「鑑定評価価格一覧表（最終価格用）」及

び「鑑定評価書」を作成し、その他評価均衡化等の事務のため受任業務の実施に必

要として乙より要請があった資料共に乙に提供すること 
三 固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）に出席し、鑑定価格のバランス検

討、情報及び意見の交換等を行うこと 



 

４ 不動産鑑定評価等結果の報告及び提出 

不動産鑑定評価等は、次の手順により報告及び提出する。 

一 鑑定評価員は、指定の様式「鑑定評価価格一覧表（メモ価格用）」にメモ価格を記

入し、令和７年１２月２５日までに甲に提出する。 

二 鑑定評価員は、指定の様式「鑑定評価価格一覧表（最終価格用）」に鑑定価格最終

見込価格を記入し、令和８年３月３１日までに甲に提出する。 

三 鑑定評価員は、指定の様式「鑑定評価書」により不動産鑑定評価書を作成し、令

和８年３月３１日までに「鑑定評価書」を甲に提出する。 

 

５ 固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議） 

鑑定価格のバランスの確保、鑑定評価に当たっての情報及び意見の交換等を目的とす

る固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）を次により開催する。 

一 固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）は、その事務局を乙に置く。 

二 固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）は、乙が別途に作成した固定資産

税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）の構成、日程、意見交換等に関する固定資産

税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）規程に従って開催する。 

三 固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）の代表者は、必要があると認める

ときは、伯耆町に対して固定資産税評価均衡化会議（鑑定評価員会議）への出席を

求めることができる。 

四 伯耆町は、必要があると認めるときは、鑑定評価員に対し固定資産税評価均衡化

会議（鑑定評価員会議）の開催を求めることができる。 

 
６ その他 

一 甲は鑑定評価員と協議のうえ、不動産鑑定評価等を行うに当って必要な資料を、鑑

定評価員に対して提供する。 

二 乙及び丙並びに鑑定評価員は、この業務の遂行上知りえた秘密を第三者に漏らし

てはならない。この協定の完了後又は解除後も同様とする。ただし、甲の承諾を得た

ときは、この限りではない。 



個人情報取扱特記事項 

 

この個人情報取扱特記事項では、業務委任者伯耆町を甲、委任業務のうち均衡化事務を受任

する公益社団法人鳥取県不動産鑑定士協会を乙、委任業務のうち不動産鑑定評価等を受任する

不動産鑑定業者を丙とし、丙に所属して本鑑定評価業務の委嘱を受ける不動産鑑定士（不動産

鑑定士補を含む。以下同じ）を鑑定評価員という。 

 

（基本的事項） 

第１ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務

を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律、伯耆町

個人情報保護法施行条例その他個人情報の保護に関する法令等を遵守し、個人の権利利益

を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、この協定による事務に関して知り得た個人情報をみだり

に他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。この協定が終了又は解除された

後においても同様とする。この場合、乙及び丙の従業員及び従業員であった者についても

同様とする。 

 

（使用者への周知） 

第３ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこ

の協定による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に

使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければなら

ない。 

 

（適正な管理） 

第４ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、この協定による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、改

ざん及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければな

らない。 

 

（収集の制限） 

第５ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、この協定による事務を処理するために個人情報を収集す

るときは、この事務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集し

なければならない。 

 



（使用等の禁止） 

第６ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、甲の指示若しくは承諾があるとき又は仕様書並びに固定

資産税土地の均衡化事務及び鑑定評価等業務に関する実施要領に明記されている場合を除

き、この協定による事務に関して知り得た個人情報を当該事務を処理するため以外に使用

し、又は第三者に引き渡してはならない。 

 

（複写等の禁止） 

第７ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、甲の指示若しくは承諾があるとき又は仕様書並びに固定

資産税土地の均衡化事務及び鑑定評価等業務に関する実施要領に明記されている場合を除

き、この協定による事務を処理するために甲から貸与された個人情報が記録された資料等

を複写又は複製してはならない。 

 

（再委任の禁止） 

第８ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、この協定による事務を処理するための個人情報を自ら取

り扱うものとし、甲の承諾があるときを除き、第三者に取り扱わせてはならない。 

 

（資料等の返還等） 

第９ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、この協定による事務を処理するために甲から貸与され、

又は乙及び丙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この協定の終

了直後直ちに甲に返還又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該

方法によるものとする。 

 

（事故発生時における報告） 

第１０ 乙及び丙並びに鑑定評価員は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又

は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものと

する。この協定が終了又は解除された後においても同様とする。 

 

（協定の解除及び損害賠償） 

第１１ 甲は、乙及び丙並びに鑑定評価員がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認め

たときは、協定の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 


